
 

飯野海運株式会社 奴隷及び人身取引に関する表明 2024 年度（仮訳） 

 

英国現代奴隷法第 54 条(1)に基づき、飯野海運株式会社（以下「飯野海運」という）及び

IINO UK LTD.（以下「IINO UK」といい、総称して「飯野海運グループ」という）は、

サプライチェーン上における奴隷労働及び人身取引を防止するため、2025 年 3 月期につい

て、飯野海運及び IINO UK の取締役会の承認を得て本声明を公表します。 

 

１． 会社概要、事業内容、サプライチェーン概要 

・会社概要 

飯野海運グループは、東京に本社を置き、125 年以上にわたりインフラを支えてきたグロ

ーバル企業です。2025 年 3 月 31 日時点の子会社及び関連会社を含めた飯野海運グループ

は、85 社で構成されており、全世界に陸上職員と期間雇用の船員を含む海上職員約 2,000

人がおり、日本人、韓国人、フィリピン人、ミャンマー人、インド人のアジア系を中心と

した多様な人種と国籍の従業員が勤務しています。IINO UK は 2004 年に設立され、英国

ロンドンに拠点を置いて活動しています。 

 

・事業内容 

飯野海運グループは、資源・エネルギー輸送を主力とする海運業（外航海運業と内航・近

海海運業）とオフィス賃貸やスタジオ、ホール事業の不動産業を核としてグローバルに事

業を展開しています。IINO UK はサステナビリティを重視する欧州顧客との関係強化や環

境に配慮した新規ビジネスの更なる獲得、並びに環境先進地域である欧州における情報収

集を目的として運営しています。 

 

・サプライチェーン概要 

飯野海運グループは、海運事業と不動産業を中心に事業を運営しています。海運業のサプ

ライチェーンは、船舶の設計・建造及び調達から、燃料油・船用品の調達、また港湾にお

ける荷役・オペレーションや、船舶の保守・処分まで、多岐にわたります。不動産業は、

用地・物件の取得から、開発事業等の計画・工事、保有物件の運用・メンテナンス、売

却・解体まで、多岐にわたります。 

 

企業・事業内容の詳細につきましては、以下の URL をご参照ください。 

https://www.iino.co.jp/kaiun/company/outline.html 

 

２． 奴隷及び人身取引等の防止に関するポリシー 

飯野海運グループは、以下のポリシー等に基づき、当社グループ及びサプライチェーン上

の奴隷労働・人身取引等、いかなる形の現代奴隷も一切容認しません。 

https://www.iino.co.jp/kaiun/company/outline.html


 

・飯野海運グループ 人権方針 

飯野海運グループは、グローバル企業として、すべての人々の人権を尊重することが企業

として果たすべき社会的責任であることを認識し、当社の企業理念に基づいた人権に関す

る最上位の方針として、「飯野海運グループ 人権方針」を定めました。飯野海運グループ

は、事業活動に関わるすべてのステークホルダーの人権を尊重し、あらゆる事業活動によ

って引き起こされる可能性のある直接または間接的な人権への負の影響に対処することに

より、人権尊重の責任を果たしてまいります。なお、本方針は、飯野海運の取締役会の承

認の下、2022 年 10 月 27 日に策定し、2023 年 5 月 23 日に改定しました。 

 

飯野海運グループ 人権方針につきましては、以下の URL をご参照ください。 

https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/files/society-human_rights_policy.pdf 

 

・飯野海運グループ サステナビリティ基本方針 

飯野海運グループは「企業理念」を実現する具体策として「飯野海運グループ サステナ

ビリティ基本方針」を定めています。同方針において人権の尊重を掲げ、「すべての人々

の人権を尊重し、人権啓発に努め、不当な理由による差別を禁止します。」と明記してい

ます。 

 

飯野海運グループ サステナビリティ基本方針につきましては、以下の URL をご参照くだ

さい。 

https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/management/sustainability.html 

 

・飯野海運グループ 調達方針及び飯野海運グループ サプライヤー行動規範 

飯野海運グループは、グローバル企業として、あらゆるステークホルダーの人権尊重、サ

プライチェーンにおける環境及び労働安全衛生の確保等に配慮した調達を行うことが社会

的責任であると認識しており、「飯野海運グループ 調達方針」及び「飯野海運グループ 

サプライヤー行動規範」を定めました。お取引先の皆様と相互に信頼できる関係を構築

し、サステナブルな社会の実現のために努めてまいります。なお、本方針並びに行動規範

は、2023 年 5 月 25 日に飯野海運の取締役会において承認されました。 

 

飯野海運グループ 調達方針及び飯野海運グループ サプライヤー行動規範につきまして

は、以下の URL をご参照ください。 

https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/society/responsible_procurement.html 

 

３． 人権デューデリジェンス 

・人権デューデリジェンスの実施 

https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/files/society-human_rights_policy.pdf
https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/management/sustainability.html
https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/society/responsible_procurement.html


 

飯野海運グループは、人権デューデリジェンスの仕組みを構築し、当社グループの事業活

動やバリューチェーン上における人権に対する顕在的または潜在的な負の影響を特定し、

それらを未然に防止・最小化するための取り組みを継続的に実施しています。また、飯野

海運グループは、人権尊重の取り組みやその進捗に関する情報を、ホームページや統合報

告書等を通じて適切に開示していきます。 

 

・人権リスクの特定 

飯野海運グループは、人権に関する各種規範・ガイドライン、同業他社の開示資料、日弁

連・外務省・法務省等の公開資料、法律事務所からの提供資料等に基づき、当社グループ

の事業範囲（海運業、不動産業等）にて想定される人権リスクを網羅的に抽出のうえ、グ

ループ全体にヒアリングを実施し、各リスクについて「規模・範囲・救済困難度」と「社

会的信用の毀損・発生頻度」の側面から点数評価を行いました。点数評価において、一定

以上の点数となったリスクについてマッピングを行い、その中で飯野海運グループにとっ

て重要なリスクを、外部コンサルタント会社の助言をもとに特定しました。 

 

特定したリスクに対しては、対象部署・グループ会社へアンケートを実施しそのリスクの

状況を確認します。リスクが高いと判断された項目や進捗が遅れている部署・グループ会

社については、追加ヒアリングを実施します。 

 

人権リスクマップにつきましては、以下の URL をご参照ください。 

https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/files/society-human_rights_human_riskmap.pdf 

 

2024 年度は、人権デューデリジェンスの継続活動として、社内アンケートを 2 回実施し、

さらに累計取引額上位 90%に含まれる 1 次サプライヤーに対してもアンケートを実施しま

した。社内外のアンケート調査結果は、リスク管理委員会で報告されました。2024 年度に

おいて、児童労働や強制労働に関連する顕在化したリスクはありませんでした。併せて、

飯野海運グループ サプライヤー行動規範への理解及び協力を約 150 社のサプライヤーに

要請しました。今後も定期的にアンケート調査やヒアリングを実施し、サプライチェーン

上における人権リスクの早期発見と解決に努めてまいります。 

 

４． 是正・救済 

飯野海運グループが事業活動において直接的または間接的に人権への負の影響を引き起こ

し、助長し、またはこれに関与したことが明らかになった場合、社内外の適切な手続きを

通じてその是正及び救済に取り組んでいきます。また、飯野海運グループは、実効的な是

正・救済を行っていきます。 

 

https://www.iino.co.jp/kaiun/csr/files/society-human_rights_human_riskmap.pdf


 

取り組みの 1 つとして飯野海運グループの役職員のみならず、当社グループ取引先関係者

が法令違反、人権侵害行為、各ハラスメント行為等の相談や通報ができる外部通報窓口を

設置しています。外部弁護士が通報の窓口となり、通報内容は、外部弁護士からコンプラ

イアンス責任者へ報告されます。また、会社が通報者や調査協力者に対して、通報や調査

への協力を理由に不利益な取扱いをしてはならないことを運用規程に明記しています。 

 

５． 教育・研修 

飯野海運グループは、前述の各種方針が事業活動全体に組み込まれ、効果的に実践される

よう、役員・従業員に対して適切な教育と研修を行っていきます。 

 

2024 年度は、外部講師を招き人権に関する理解をより促進することを目的とした人権啓発

研修をグループの全役職員を対象に実施し、グループ全体で受講率 100%を達成しまし

た。更なる人権理解のため次年度以降も継続して実施予定です。 

 

６． 今後の取り組み 

人権リスクの特定及びリスクマップの策定から時間が経過していることに鑑み、2025 年度

中に改めて見直しを実施する予定です。また、特に人権侵害リスクが懸念される分野に対

し、別途アンケートを実施する等してサプライチェーン全体の管理を強化します。 

 

本声明は 2025 年 8 月 28 日に飯野海運及び IINO UK の取締役会で承認されました。 

 

2025 年 8 月 28 日 

飯野海運株式会社 

代表取締役社長 大谷 祐介 

 

2025 年 8 月 28 日 

IINO UK LTD. 

Managing Director 妹尾 邦彦 

 


